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１．会社の概況 

 ① 会社名等 

商品先物取引業者名  岡藤商事株式会社 

代 表 者  代表取締役社長 小崎 隆司 

所 在 地  東京都中央区新川二丁目12番16号 

電 話 番 号  03-3552-1121 

許 可 年 月 日  平成28年12月21日 

加 入 協 会 名  日本商品先物取引協会 

 日本商品先物振興協会 

 日本商品委託者保護基金 
 

   会社の沿革 

年 月   概    要  

昭和26年８月   大阪市東区北浜に岡藤商事株式会社を設立し、商品仲買人（現・商品先物取

引業者）として登録、事業を開始 

 

昭和29年10月   本店を大阪市東区今橋に移転  

昭和31年４月   東京店（東京都中央区）、名古屋店（愛知県名古屋市中区）を設置  

昭和36年３月   本店を大阪市東区本町に移転  

６月   商品仲買人である三愛商事株式会社（東京都中央区）を吸収合併  

７月   福岡店（福岡市中央区）を設置  

昭和46年１月   昭和42年の法改正による登録制から許可制への移行に伴い、農林大臣（現・

農林水産大臣）および通商産業大臣（現・経済産業大臣）から商品取引員の

許可を取得 

 

12月   雑貨等の輸出入業務（物品卸売事業）を開始  

昭和48年６月   実質的な本店機能を東京店に移管  

昭和54年８月   昭和50年の法改正により商品取引員の許可の更新制度が導入され、商品取引

員の許可を更新 

 

昭和61年10月   全店オンラインシステムの稼動  

昭和63年11月   電算センターを開設  

平成２年４月   100％子会社オカトーショウジ シンガポール プライベート リミテッド（平

成23年4月清算）をシンガポールに設立し、シンガポール・ゴム協会からギ

ャランティー・ブローカーの資格を取得（現・シンガポール商品取引所のマ

ーケットメーカー） 

 

６月   高速デジタル・ネットワークによるオンラインシステムの稼動  

10月   金地金の定額購入商品を開発、販売を開始  

平成３年２月   商品ファンドを設定、国内での販売を開始  

３月   100％子会社オカトーインベストメントマネジメント株式会社（平成24年12

月吸収合併により消滅）を商品投資顧問業を目的として東京都中央区に設立 

 

４月   ニューヨーク駐在員事務所（平成20年10月廃止）を開設  

８月   平成２年の法改正により第一種・第二種の区分許可制が導入され、第一種商

品取引受託業の許可を更新 

 

平成４年10月   「商品投資に係る事業の規制に関する法律」に基づき、商品投資販売業者の

許可を取得 

 

平成５年３月   100％子会社オカトー インターナショナル（米国）インコーポレイテッド（平

成23年11月清算）を米国の商品取引員に対する顧客紹介業務を目的として米

国ニューヨークに設立 

 

10月   白金地金の積立商品を開発、販売を開始  

  

― 1 ―



 

年 月   概    要  

平成７年10月   日本証券業協会に株式を店頭登録  

平成８年９月   100％子会社岡藤情報サービス株式会社（平成25年10月吸収合併により消滅）

を情報システムの企画、設計および管理を主な目的として東京都江東区に設

立 

 

10月   リスク軽減型通信取引を開発、販売を開始  

平成９年３月   経営効率の向上とグループ総合力の強化を目的として株式会社鈴川商店

（現・サン・キャピタル・マネジメント株式会社、平成21年8月株式譲渡）

の株式を譲受けにより取得して100％子会社とする 

 

５月   100％子会社オカトー インターナショナル（ケイマン）インコーポレイテッ

ド（平成17年２月清算）を商品ファンドの設定および管理を目的としてケイ

マンに設立 

 

11月   東京都中央区に東京店ビル（自社ビル）を建設・業務開始  

平成11年３月   特定電子取引を開発、販売を開始  

平成14年５月   外国為替証拠金取引の取扱いを開始  

平成15年10月   国内外の機関投資家向けに専用ネットワークを利用した電子取引サービス

を開始 

 

平成16年12月   岡三証券株式会社を所属証券会社とする証券仲介業の登録を完了（平成24

年2月業務委託基本契約を終了） 

 

12月   日本証券業協会への店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に

株式を上場 

 

平成17年２月   100％子会社岡藤商事分割準備株式会社（株式会社オクトキュービック・平

成20年９月吸収合併により消滅）をインターネットトレードの専門会社設立

のための準備会社として東京都中央区に設立 

 

３月   株式会社ジャスダック証券取引所への株式上場を廃止  

平成17年４月   株式移転の方法により、当社の完全親会社として岡藤ホールディングス株式

会社を大阪市中央区に設立 

 

   新設分割の方法により、グループのバックオフィス業務を行わせるため岡藤

ビジネスサービス株式会社を大阪市中央区に設立 

 

平成18年11月   日本初のレセプトファンドなどの社債等の債券を組み込んだ商品ファンド

「マイスターセレクト分配型」の取扱いを開始 

 

平成19年５月   元本を保全しつつ、好収益を追求する優先劣後型商品ファンド「スカイイン

パクト」の取扱いを開始 

 

平成20年５月   ５つのポートフォリオから選べる商品ファンド「マイスターセレクトコモデ

ィティ戦略ファンド」の取扱いを開始 

 

平成21年10月   商品CFD「OKATO CFD」の取扱い開始  

平成22年２月   月々１万円から商品ファンドを積み立てられる「マイスターセレクト積立プ

ラン」の取扱いを開始 

 

12月   三京証券株式会社を所属金融商品取引業者とする金融商品仲介業の登録を

完了 

 

   商品先物取引法に基づき、商品先物取引業者の許可を取得  

平成23年２月   日本経済の代表選手225銘柄の株価指数に投資する「日経225先物取引」の取

扱いを開始 

 

３月   岡藤ビジネスサービス株式会社の岡藤グループのバックオフィス業務を会

社分割により吸収 

 

９月   外国債券の取扱いを開始  

10月 

 

  個人向け総合金融サービスを行う「日本フィナンシャルセキュリティーズ株

式会社」営業開始 

 

平成24年12月   資本金を20億円に減資  
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年 月   概    要  

平成24年12月   当社を存続会社、OIM投資顧問株式会社を消滅会社とする吸収合併を実施  

平成25年６月   本店を大阪府大阪市より東京都中央区へ移転  

平成25年10月   当社を存続会社、岡藤情報サービス株式会社を消滅会社とする吸収合併を実

施 

 

平成28年12月   農林水産大臣・経済産業大臣より、商品先物取引法に基づく商品先物取引業

更新の許可を受ける 

 

 

 

 ② 事業の内容 

 （1）経営組織 
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（2）事業の内容 

（ａ）商品先物取引業 

   イ．国内商品市場取引に係る業務 

  当社は、商品先物取引法第190条第１項に基づき、農林水産大臣および経済産業大臣から

商品先物取引業の許可を得た商品先物取引業者であり、下記の商品市場の受託会員として、

当該商品市場における取引の受託業務を行っております。 

 許可番号：「農林水産省指令２８食産総合第３９８８号」 

      「２０１６１１０８商第１０号」 

また、当社は、商品先物取引仲介業者である日本フィナンシャルセキュリティーズ株式

会社の所属商品先物取引業者であります。 
 

取引所名 市場名 上場品目名 

㈱東京商品取引所 

貴 金 属 金（標準取引、ミニ取引、ゴー

ルドスポット、現物取引）、銀、

白金（標準取引、ミニ取引、プ

ラチナスポット）、パラジウム、

金オプション 

ア ル ミ ニ ウ ム  アルミニウム（立会休止中） 

ゴ ム ゴム 

石 油 ガソリン、灯油、軽油、原油 

中 京 石 油 ガソリン、灯油 

農 産 物 ・ 砂 糖  一般大豆、小豆、とうもろこし、

粗糖（立会休止中） 

大阪堂島商品取引所 

農 産 物 米国産大豆、小豆、とうもろこ

し、米穀 

砂 糖 粗糖 

農産物・飼料指数 国際穀物等指数 

水 産 物 冷凍えび 

 

ロ．外国商品市場取引に係る業務 

当社は、Wedbush Securities Inc.（米国）およびPhillip Futures Pte. Ltd.（シンガ

ポール）を取次先として、外国商品市場における取引の委託の取次ぎ業務を行っておりま

す。 

取 引 所 名 上 場 商 品 

ＮＹＭＥＸ 原油、改質ガソリン、暖房油、天然ガス、白金、パラジウム 

ＣＯＭＥＸ 金、銀、銅、アルミニウム、亜鉛 

ＣＢＯＴ とうもろこし、大豆、大豆油、大豆かす、小麦、エタノール、 

もみ米、生牛、飼育牛、生豚 

ＩＣＥ Ｕ．Ｓ． ココア、コーヒー、砂糖No.11、綿花No.2、とうもろこし、

大豆、大豆油、大豆かす、小麦、冷凍オレンジジュース 
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取 引 所 名 上 場 商 品 

ＩＣＥ ＥＵＲＯＰＥ ブレント原油、WTI原油、ガスオイル、コーヒー、ココア、

白糖 

ＩＣＥ ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ 金、原油、ガスオイル 

ＳＧＸ ゴム、鉄鉱石 

ＢＭ パームオイル 

ＬＭＥ 銅、ニッケル、亜鉛、アルミニウム 

 

    ハ．店頭商品デリバティブ取引に係る業務 

      当社は店頭商品デリバティブ取引に係る業務につきましては行っておりません。 
 

二．国内商品市場における取引を行う業務 

      自己の計算において国内商品市場における取引を行う業務であります。自己売買業務は

上記イに掲げた取引所において行っております。 
 

（ｂ）兼業業務 

・商品ファンドの組成・販売 

     ・損害保険業の代理店業務 

     ・金融商品仲介業 

     ・店頭商品デリバティブ取引等清算業務 
 

 ③ 営業所の状況 

（平成29年３月31日現在） 

店舗の名称 所   在   地 電話番号 

本   店 東京都中央区新川二丁目12番16号 03-3552-1121 

受託管理部大阪事務所 大阪府大阪市中央区本町二丁目３番８号 03-6267-2775 

 

④ 財務の概要 

   決算年月：平成29年３月期 

（a）資本金 2,000,000千円 

（b）営業収益 2,916,262千円 

（c）受取手数料 2,369,401千円 

（d）売買損益 72,163千円 

（e）経常損益 △61,314千円 

（f）当期純損益 △814,664千円 

（g）純資産額規制比率 ＊１ 436.7％ 

  ＊１ 「純資産額」は、商品先物取引法第211条第４項において準用する同法第99条第７項     

に基づく施行規則第38条の規定により算出し、「リスク額」は同法第211条に基づく施行

規則第99条により算出する。 
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 ⑤ 発行済株式総数 

    発行済株式の総数   9,965,047株（平成29年３月31日現在） 

   （注）当社の株式は非上場であります。 
 
 
 

 ⑥ 主要株主名 

（平成29年３月31日現在） 

氏名または名称 住   所 
保 有 
株式数 

割 合 

  千株 ％ 

岡藤ホールディングス

株式会社 
東京都中央区新川二丁目12番16号 9,965 100.0 

 

 ⑦ 役員の状況 

                        （平成29年３月31日現在） 

役職名 氏名 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役 

会   長 

古田 省三  

昭和28年11月24日 
有 常勤 

代表取締役 

社   長 

小崎 隆司  

昭和28年４月29日 
有 常勤 

専務取締役 大口 博信  

昭和41年11月18日 
無 常勤 

取 締 役 杉本 卓士  

昭和34年９月６日 
無 常勤 

取 締 役 増田 潤治  

昭和34年11月13日 
無 常勤 

取 締 役 小森 繁帆  

昭和39年９月14日 
無 常勤 

取 締 役 栗山  光司 

昭和33年５月１日 
無 常勤 

監 査 役 林 田  清  

昭和25年２月25日 
 常勤 

監 査 役 宮澤 正則  

昭和16年３月27日 
 非常勤 

計 ９名   

 

 ⑧役員及び使用人の数 

                             （平成29年３月31日現在） 

  役員   （うち非常勤） 使用人 合計 

総数 ９名 １名 ６８名 ７７名 

(うち外務員数) （２名） （０名） （３２名） （３４名） 
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２．営業の状況 

 ① 営業の経過および成果 

 （1）受取手数料部門 

当期の損益につきましては、営業収益では受取手数料は2,369,401千円（前年同期比87.4％）と

なりました。 

 （2）売買損益部門 

売買損益は、72,163 千円の利益（同 63.0％）となりました。 

 

販売費及び一般管理費につきましては、3,110,481 千円（同 85.2％）となりました。 

営業外損益につきましては、営業外収益が 154,640 千円（同 68.4％）となり、営業外費用は 21,735

千円（同 98.9％）となりました。 

特別損益につきましては、特別利益が 8,508 千円（前年同期は 426,666 千円）、特別損失は関係

会社支援損 600,000 千円を計上したこと等により、750,330 千円（前年同期は 251,875 千円）となり

ました。 

以上の結果、営業収益は 2,916,262 千円（前年同期比 89.8％）となり、営業損失 194,219 千円（前

年同期は 415,049 千円の営業損失）、経常損失 61,314 千円（前年同期は 196,760 千円の経常損失）

を計上しました。 

また、当期純損失は 814,664 千円（前年同期は 37,117 千円の当期純損失）となりました。 

 

なお、事業年度における受取手数料および売買損益は次のとおりであります。 
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（a）受取手数料 

（単位：千円） 

 

（注） １．消費税は含まれておりません。 

    ２．千円未満は切り捨てて表示しております。  

 期 別 

 

商 品 市 場 名 

第66期 

（自 平成28年４月１日） 

（至 平成29年３月31日） 

商品先物取引  

現物先物取引  

農産物市場 1 

農産物・砂糖市場 30,636 

貴金属市場 2,015,640 

ゴム市場 92,190 

石油市場 15,552 

中京石油市場 186 

小計 2,154,207 

現金決済取引  

貴金属市場 124,228 

石油市場 35,314 

小計 159,543 

海外市場計 11,045 

商品ファンド 295 

 金融商品仲介手数料 44,308 

合計 2,369,401 
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（ｂ）売買損益 

（単位：千円） 

 期 別 

 

商 品 市 場 名 

第66期 

（自 平成28年４月１日） 

（至 平成29年３月31日） 

商品先物取引  

現物先物取引  

農産物・砂糖市場 10,454 

貴金属市場 23,768 

ゴム市場 11,094 

石油市場 △777 

小計   44,539 

現金決済取引  

貴金属市場 △469 

石油市場 △237 

小計 △706 

商品売買取引 28,330 

合計 72,163 

（注） １．消費税は含まれておりません。 

    ２．千円未満は切り捨てて表示しております。  
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（ｃ）売買高 

（単位：枚） 

  期 別 

  内 訳 

          

商 品 市 場 名 

第66期 

（自 平成28年４月１日） 

（至 平成29年３月31日） 

委託 自己 合計 

現物先物取引    

農産物市場 － 35,000 35,000 

農産物・砂糖市場 37,329 51,516 88,845 

貴金属市場 634,082 38,256 672,338 

ゴム市場 491,856 53,089 544,945 

石油市場 37,905 70 37,975 

中京石油市場 259 － 259 

小計 1,201,431 177,931 1,379,362 

現金決済取引    

貴金属市場 221,200 2,735 223,935 

石油市場 128,031 23,966 151,997 

小計 349,231 26,701 375,932 

海外市場計 13,291 － 13,291 

合計 1,563,953 204,632 1,768,585 
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 ②取引開始基準 

１．次に該当する方は、適合性の原則に照らして不適当と認められるため、お取引いただけません。 

（1）未成年者、成年被後見人、被保佐人、被補助人、精神障害者、知的障害者および認知障害の認め

られる方 

（2）生活保護法による保護を受けている世帯に属する方 

（3）破産者で復権を得ない方 

（4）借入れにより取引を行おうとする方 

（5）損失が生ずるおそれのある取引を望まない方 

（6）お客様またはお客様の近親者が反社会的勢力に該当すると認められた場合または合理的にそれが

疑われると当社が判断した場合 

（7）お客様が、当社に預託しようとしている資金が不正な資金であると当社が確認した場合、または

そのおそれがあると当社が判断した場合 

 

２．次に該当する方が、商品先物取引をご希望される際は、当社が定める審査基準および取引ルールを

満たしている場合に限ってお取引いただけます。 

（1）年金、恩給、退職金、保険金等により生計をたてている方（収入全体の過半を占めている方をい

います。） 

(2) 一定以上の収入を有しない方（年間 500 万円の収入を目安とします。） 

(3) ７０歳以上の方 

(4) デリバティブ取引の経験がない方 

 （5）国、地方公共団体、公益機関、および金融機関（証券・保険・消費者金融・信販・クレジットカ

ード・ファイナンス・リース会社等も含みます。）その他民間企業等において金銭、有価証券等

の取扱いに直接または間接に係わる方 

 

 ③顧客数 

顧客数  2,412 名（平成 29年３月 31日現在） 
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３．経理の状況

　①　貸借対照表

（平成29年３月31日現在）

千円 千円

36,529,055 34,186,435

2,766,719 553,000

62,729 10,923,171

134,970 7,878,002

37,585 16,861

781,725 14,513,976

4,121,693 353

8,339,870 61,121

1,345,512 14,797

40,000 88,502

737,738 10,993

17,967,630 42,000

192,879 83,655

2,183,115 1,073,477

369,403 334,500

48,084 676,004

36,959 62,795

284,029 176

330 140,758

58,334 140,758

58,334

1,755,376 35,400,671

669,863

7,730 3,169,213

112,786 2,000,000

628,234 1,982,512

370,795 500,000

1,443,322 1,482,512

79,708 △ 813,298

△ 1,557,065 △ 813,298

△ 813,298

142,285

142,285

3,311,499

38,712,170 38,712,170

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

純 資 産 合 計

その他の資本剰余金破 産 更 生 債 権 等

利 益 剰 余 金その他の投資その他の資産

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 産 合 計 負債・純資産合計

貸 倒 引 当 金

繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

資 本 金会 員 権

資 本 剰 余 金長 期 差 入 保 証 金

資 本 準 備 金長 期 未 収 金

負 債 合 計投 資 そ の 他 の 資 産

( 純 資 産 の 部 )投 資 有 価 証 券

株 主 資 本出 資 金

リ ー ス 資 産 特 別 法 上 の 準 備 金

無 形 固 定 資 産 商 品 取 引 責 任 準 備 金

ソ フ ト ウ エ ア  (商品先物取引法第221条)

建 物 退 職 給 付 引 当 金

器 具 及 び 備 品 繰 延 税 金 負 債

土 地 そ の 他 の 固 定 負 債

そ の 他 の 流 動 資 産 そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金

預 託 金 預 り 金

未 収 入 金 賞 与 引 当 金

貸 付 商 品 訴 訟 損 失 引 当 金

保 管 有 価 証 券 短 期 リ ー ス 負 債

差 入 保 証 金 未 払 金

委 託 者 先 物 取 引 差 金 未 払 費 用

商 品 預 り 商 品

前 払 費 用 未 払 法 人 税 等

保 管 借 入 商 品 預 り 証 拠 金

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 短 期 借 入 金

委 託 者 未 収 金 借 入 商 品

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )
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　②　損益計算書

（自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日）

千円 2,916,262 千円

2,369,401

72,163

474,697

3,110,481

3,110,481

194,219

154,640

3,643

13,222

2,500

1,142

27,749

103,323

3,058

21,735

4,815

3,927

11,870

1,121

61,314

8,508

7

623

5,331

2,546

750,330

79,880

28,450

42,000

600,000

803,136

3,624

7,904 11,528

814,664

金                       額

営 業 収 益

受 取 手 数 料

売 買 損 益

そ の 他

営 業 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

不 動 産 賃 貸 料

受 取 リ ー ス 料

紛 議 関 連 賠 償 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

為 替 差 損

支 払 リ ー ス 料

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

商品取引責任準備金戻入額

株 式 報 酬 受 入 益

特 別 損 失

関 係 会 社 支 援 損

減 損 損 失

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 損 失

訴 訟 損 失 引 当 金 繰 入 額
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　③　株主資本等変動計算書

（平成29年３月31日現在） （単位：千円）

繰越利益剰余金

当期首残高 2,000,000       500,000         1,681,813       2,181,813       101,016         101,016         4,282,830       

当期変動額

剰余金の配当 △199,300       △199,300       △99,650        △99,650        △298,951       

当期純損失(△) △814,664       △814,664       △814,664       

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 -               -               △199,300       △199,300       △914,315       △914,315       △1,113,616     

当期末残高 2,000,000       500,000         1,482,512       1,982,512       △813,298       △813,298       3,169,213       

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 107,549         107,549         4,390,379       

当期変動額

剰余金の配当 △298,951       

当期純損失(△) △814,664       

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

34,736          34,736          34,736          

当期変動額合計 34,736          34,736          △1,078,880     

当期末残高 142,285         142,285         3,311,499       

株　　主　　資　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金 その他資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金

利益剰余金
合計

評価・換算差額等
純資産
合計
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 ④ 個別注記表 

 

当社の計算書類は、「会社法計算規則」（平成18年法務省令第13号）に基づくとともに、「商品先物取引業統一

経理基準」（平成５年３月３日付、旧（社）日本商品取引員協会理事会決議）に準拠して作成しております。 

  なお、計算書類の記載金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

 (1) その他有価証券 

時価のあるもの……… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しており

ます。) 

時価のないもの……… 移動平均法による原価法により評価しております。 

 (2) 保管有価証券…………… 商品先物取引法施行規則第39条に基づく充用価格によっております。 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

商品……………………… 先入先出法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法)により評価しております。 

３．デリバティブ………………  時価法により評価しております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産…………… 

（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備お

よび構築物については、定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産…………… 定額法を採用しております。なお、ソフトウエア(自社利用)については社内に

おける見込利用期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

(3) リース資産……………… リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。 

(4) 長期前払費用…………… 定額法を採用しております。 

５．引当金および特別法上の準備金の計上基準 

(1) 貸倒引当金……………… 委託者の債権や貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金……………… 従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金………… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。なお、会計基準変更時差異については、15年による均等

額を費用処理しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法によりそれぞれ発生の会

計年度から費用処理しております。 

(4) 訴訟損失引当金………… 現在係争中の損害賠償訴訟について、将来発生する可能性のある損失に備える

ため、その経過等の状況に基づく損失見込額を計上しております。 

(5) 商品取引責任準備金…… 商品先物取引事故による損失に備えるため、商品先物取引法第221条の規定に

基づき同法施行規則第111条に定める額を計上しております。 
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６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

(2) 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は当

事業年度の費用として処理しております。 

(3) 連結納税制度の適用 

   連結納税制度を適用しております。 

 

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。これによる損益に与える影響額

は軽微であります。 

 

（表示方法の変更） 

 損益計算書 

前事業年度において、「営業外収益」に計上しておりました「受取リース料」のうち、本業とみなされる

収益について、営業収益の「その他」として計上することといたしました。これは、経営実態に合わせ、経

営成績をより適切に表示するために行ったものであります。  

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．担保に供している資産および担保に係る債務 

 (1) 担保に供している資産 

定期預金 500,000千円  

保管借入商品 781,725千円  

合  計 1,281,725千円  

 (2) 担保に係る債務 

  短期借入金 553,000千円  

  長期借入金 334,500千円  

合  計 887,500千円  

２．保証債務 

  親会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。 

   岡藤ホールディングス㈱      120,000千円 

３．関係会社に対する金銭債権債務 

 短期金銭債権 693,436千円  

 長期金銭債権 370,795千円  

４．有形固定資産の減価償却累計額    356,738千円 

  （なお、上記には減損損失の累計額103,116千円を含めております。） 

 

― 16 ―



（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

営業収益 393,408千円  

営業費用 1,555,668千円  

営業外収益 103,323千円  

特別損失 600,000千円  

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式数の種類及び総数に関する事項 

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増   加 減   少 当 事 業 年 度 末 

普通株式 9,965,047株 － － 9,965,047株 

 ２．剰余金の配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額 

   （平成28年６月13日開催の定時株主総会において決議されたものであります。） 

株 式 の 種 類 配 当 金 の 総 額 １株当たり配当額 基  準  日 効 力 発 生 日 

普通株式 298,951千円 30円 平成28年３月31日 平成28年６月14日 

 (注) 配当の原資別の配当金の総額は、資本剰余金から199,300千円(１株当たり配当額20円)、利益剰余

金から99,650千円(１株当たり配当額10円)であります。 

  (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   （平成29年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案い

たします。） 

配 当 金 の 総 額 配 当 の 原 資 １株当たり配当額 基  準  日 効 力 発 生 日 

298,951千円 資本剰余金 30円 平成29年３月31日 平成29年６月30日 
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（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社では、商品先物取引を中心として金融・投資サービス業を営んでおります。商品先物取引を行うた

め、商品先物取引法に定める商品取引所の会員資格および取引参加資格を取得し、商品取引所に上場され

ている商品を対象に自己の計算において行う商品先物取引(自己ディーリング業務)を行っております。ま

た、保有現物商品(貴金属商品等)の価格変動のリスクをヘッジする目的および現物商品を取得するために

利用しております。 

資金調達については、主に銀行借入により調達しております。 

  (2) 金融商品の内容およびリスク 

営業債権である委託者未収金は、信用リスクに晒されております。 

投資有価証券は、主に株式であり、純投資目的および事業推進目的で保有しております。これらはそれ

ぞれ発行体の信用リスクおよび市場価格の変動リスクに晒されております。 

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金およびファイナンス・リ

ース取引に係るリース債務は、主として設備投資に係る資金調達であります。 

  (3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①  信用リスクの管理 

営業債権については、当社の各営業部門および営業管理部等が、取引先の状況を管理するとともに、

債権の回収に努めております。デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを

軽減するために、取引所取引および格付けの高い金融機関との取引を行っております。 

②  市場リスクの管理 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また取引先企業との関係を

勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

デリバティブ取引のうち、当社の中核事業である商品先物取引につきましては「ディーリング業務規

程」によりその実施基準を定め、売買規模が過大にならないように統制しております。取引の執行者は、

事前に定めた者に限定されています。執行者および担当部署全体の運用状況の管理も行い、取締役会等

にその内容が報告されております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

当社では、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、緊急

時に備えた一定水準の借入枠を確保すること等によって手許流動性を維持することなどにより、流動性

リスクを管理しております。 

  (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。また、「２.金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する

契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

   平成29年３月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に含めておりません。 

 
貸 借 対 照 表 

計 上 額 
時   価 差   額 

（１）現金及び預金 2,766,719千円 2,766,719千円 － 

（２）委託者未収金 62,729千円 62,729千円 － 

（３）保管借入商品 781,725千円 781,725千円 － 

（４）保管有価証券 4,121,693千円 5,779,622千円 1,657,929千円 

（５）差入保証金 8,339,870千円 8,339,870千円 － 

（６）委託者先物取引差金 1,345,512千円 1,345,512千円 － 

（７）未収入金 737,738千円 737,738千円 － 

（８）貸付商品 17,967,630千円 17,967,630千円 － 

（９）投資有価証券 628,957千円 628,957千円 － 

（10）長期未収金 370,795千円 370,795千円 － 

（11）破産更生債権等 1,443,322千円   

    貸倒引当金（*） △1,428,765千円   

 14,557千円 11,336千円 △3,220千円 

資産計 37,137,930千円 38,792,638千円 1,654,708千円 

（12）短期借入金 553,000千円 553,000千円 － 

（13）借入商品 10,923,171千円 10,923,171千円 － 

（14）預り商品 7,878,002千円 7,878,002千円 － 

（15）預り証拠金 14,513,976千円 16,171,905千円 1,657,929千円 

（16）預り金 88,502千円 88,502千円 － 

（17）長期借入金 334,500千円 322,881千円 △11,618千円 

負債計 34,291,153千円 35,937,464千円 1,646,310千円 

（18）デリバティブ － － － 

   （*）破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 
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 (注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券およびデリバティブに関する事項 

(１)現金及び預金、(２)委託者未収金、(３)保管借入商品、(５)差入保証金、(６)委託者先物取

引差金、 (７)未収入金および(８)貸付商品 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(４)保管有価証券および(９)投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。 

(10)長期未収金 

これらの時価について、回収見込額等により、時価を算定しております。 

(11)破産更生債権等 

これらの時価について、担保または保証による回収見込額等により、時価を算定しておりま

す。 

(12)短期借入金、(13)借入商品、(14)預り商品および(16)預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(15)預り証拠金 

これらの時価について、現金部分については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。また、代用有価証券部分については、こ

れらの時価について、株式等は取引所等の価格によっております。 

(17)長期借入金 

これらの時価について、元利金を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。 

(18)デリバティブ取引 

         これらの時価は、取引所等の最終価格によっております。 

          (商品先物取引) 

 契 約 額 等 時   価 評 価 損 益 

売 建 1,412,126千円 1,375,454千円 36,672千円 

買 建 1,350,450千円 1,316,053千円 △34,396千円 

差 引 － － 2,275千円 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区     分 貸 借 対 照 表 計 上 額 

非上場株式 40,906千円 

長期差入保証金 628,234千円 

      これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであ

るため、非上場株式については「（９）投資有価証券」には含めておらず、長期差入保証金につき

ましては、上記の表から除外しております。 

     

― 20 ―



（賃貸等不動産に関する注記） 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、奈良県その他の地域において、賃貸用住宅(土地を含む。)を有しております。 

平成 29 年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 1,142 千円（不動産賃貸料に計上）であ

ります。 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

貸 借 対 照 表 計 上 額 時     価 

40,962千円 54,489千円 

   (注)１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額であり

ます。 

２．期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用い

て調整を行ったものを含む。)であります。 

 

（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

繰延税金資産  

貸倒引当金 476,773千円 

賞与引当金 3,392千円 

退職給付引当金 206,992千円 

商品取引責任準備金 43,100千円 

未払事業税 3,735千円 

未払金 1,767千円 

会員権評価損 42,901千円 

出資金評価損 9,863千円 

訴訟損失引当金 12,860千円 

繰越欠損金 1,248,261千円 

減損損失 86,248千円 

資産除去債務償却額 1,899千円 

その他         35,210千円 

繰延税金資産小計 2,173,007千円 

 評価性引当額 △2,173,007千円 

繰延税金資産合計 ― 

  

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 62,795千円 

繰延税金負債合計 62,795千円 

  

繰延税金負債の純額 62,795千円 

 
 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

 １．貸借対照表に計上した固定資産のほか、器具及び備品、車輌等の一部については、所有権移転外ファイナ

ンス・リース契約により使用しております。 

２．オペレーティング・リース取引のうち、解約不能なものにかかる未経過リース料 

１年内 1,027千円 

１年超 856千円 

合 計 1,883千円 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

 １．親会社および法人主要株主等 

種 類 会 社 等 の 名 称 
議 決 権 等 の 
所有(被所有) 

割 合 ( ％ ) 

関 連 当 事 者 
と の 関 係 

取 引 の 内 容 
取 引 金 額 
( 千 円 ) 

科 目 
期末残高 
( 千 円 ) 

役員の 

兼任等 

事業上の

関 係 

親会社 
岡 藤 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 

株 式 会 社 

直接 

(100％) 

兼任 

６名 

経営指導に

関する契約

等を締結 

親会社に対する債権 ― 未収入金 680,731 

金融機関からの借

入金に対する保証 
120,000 ― ― 

 

 ２．兄弟会社等 

種 類 会 社 等 の 名 称 
議 決 権 等 の 
所有(被所有) 

割 合 ( ％ ) 

関 連 当 事 者 
と の 関 係 

取 引 の 内 容 
取引金額 
(千円) 

科 目 
期末残高 
( 千 円 ) 

役員の 

兼任等 

事業上の

関 係 

親会社の 

子会社 

日 本 フ ィ ナ ン シ ャ ル 

セ キ ュ リ テ ィ ー ズ 

株 式 会 社 

― 
兼任 

６名 

商品先物取

引仲介業に

関する契約

等を締結 

商品取引支払手数料 1,423,487 ― ― 

紛議関連賠償金 103,323 ― ― 

関係会社支援損 600,000 ― ― 

(注)１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  ２．取引条件および取引条件の決定方針 

    上記各社との取引金額については、業務内容を勘案し、協議の上決定しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額              332円31銭 

２．１株当たり当期純損失金額          81円75銭 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 
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⑤ 監査に関する事項 

この開示資料のうち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表については、会

社法に基づき会計監査人の監査を受けております。 
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